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改定の趣旨

平成22年２月、狛江市は国及び東京都が策定した新型インフルエンザ等対策行動計画を踏まえ、

新型インフルエンザ（強毒性）が発生した際、市として実施すべき具体的な対策を取りまとめた「狛

江市新型インフルエンザ対策行動計画」を策定した。

この計画を受け、新型インフルエンザ（強毒性）発生時において、市として継続する業務に支障が

生じないよう「狛江市事業継続計画」を策定し、事前に備えることとした。

その後、新型インフルエンザ対策の強化を図るため平成25年４月に新型インフルエンザ等対策特

別措置法（平成24年法律第31号）が施行されたことを受け、平成29年1月に新たに「狛江市

新型インフルエンザ等対策行動計画」（以下「行動計画」という。）を策定した。

また、令和元年に発生が確認されたCOVID-19（新型コロナウイルス感染症）が世界的に流行し、

日本においても感染拡大を防ぐため「クラスター（集団）の早期発見・早期対応」、「患者の早期診

断・重症者への集中治療の充実と医療提供体制の確保」、「市民の行動変容」の３本柱を掲げて対応

に当たっている。

こうした状況を踏まえ、新型インフルエンザ等発生時における事業の継続性を高め、より実効性

のある計画とするため、「狛江市事業継続計画【新型インフルエンザ編】」を「狛江市事業継続計画

【新型インフルエンザ等編】」（以下「BCP」という。）として改定する。

※「新型インフルエンザ等」の定義（新型コロナウイルス感染症との関係）

⇒新型インフルエンザ等対策特別措置法附則において、新型コロナウイルス感染症を「新型イン

フルエンザ等」とみなしている。

●新型インフルエンザ等対策特別措置法 附則

（新型コロナウイルス感染症に関する特例）

第一条の二 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令

和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新た

に報告されたものに限る。）であるものに限る。第三項において同じ。）については、新型インフル

エンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律（令和二年法律第四号。同項において「改正法」と

いう。）の施行の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日までの間は、第二条

第一号に規定する新型インフルエンザ等とみなして、この法律及びこの法律に基づく命令（告示を

含む。）の規定を適用する。
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第１章 狛江市事業継続計画【新型インフルエンザ等編】の基本的な考え方

１ BCPの目的等

BCPは、新型インフルエンザ等の発生時において、優先的に取り組むべき業務や休止すべき業務

を選定し、都内発生早期・都内感染期に最大40％の職員が欠勤するという状況下においても、市と

して継続する業務に支障が生じないよう、事前に必要な資源の準備や対応方針・手段を定める基本

計画である。

行動計画で想定している新型インフルエンザ等の流行が発生した場合において、対策の拠点とな

る市役所・防災センターの機能低下を最小限にとどめながら市民の生命・生活・財産・経済活動等

を守ることを目的とする。

≪BCPの有無による業務遂行能力の違い≫

２ BCPの基本方針

BCPの策定に当たっての基本方針は、次のとおりである。

（１）行動計画に基づいたものとする。

（２）市民の生命や社会機能を維持するための業務の継続や、感染拡大防止のため縮小・休止する

業務を選定し、発生段階に応じた対応策の継続期間を定める。

（３）事業継続に当たっての課題を検討し、対応策（人員配置計画等）を定める。

（４）学校の休業など休止する業務の代替措置を検討する。

（５）業務の縮小及び休止に当たっての法的問題を整理する。

100%

0%

流行期間 約８週間

最低限必要な業務

新型インフルエンザ

発 生

事業継続計画あり

事業継続計画なし

業務量 BCPあり

BCPなし

新型インフルエンザ等

発 生
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３ 市の役割

新型インフルエンザ等発生時に最大40％の職員が欠勤する状況下においても、市民に身近な自治

体として「市民生活への支援」「市民に不可欠な業務の継続」「事業者としての模範となる取り組み」

の３つの役割を果たし、必要な業務が継続できるようBCPを策定する。

市民生活への支援

○市民の生命と健康を守るため、感染状況や予防策などについて、迅速に情報を提供する。

○市民の不安を解消するため、相談体制を確立するとともに、狛江市医師会等と連携し、地域に

おける医療機能を確保する。

○感染拡大に伴い日用品の買い物等に支障をきたす高齢者や障がい者等に対し、食糧や生活必需

品の供給体制を整備するなど支援体制を構築する。

市民に不可欠な業務の継続

○市民生活に不可欠な戸籍・住民基本台帳事務、介護支援やごみ収集等を維持し、市民生活に

支障が生じないよう業務を継続する。

事業者としての模範となる取り組み

○感染状況を把握し、職員の感染予防策の徹底を図り、庁舎における感染拡大の防止に努める。

○警備・清掃・システム保守等の事業継続に不可欠な事業者と連携した感染拡大防止策を実施

するとともに、これらの事業者の事業継続計画策定を啓発する。

○他の事業者の模範となるよう感染拡大防止策を率先して実施する。
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４ 目標及び主な対策

BCPの策定に当たっての目標は、市としての３つの役割である「市民生活への支援」、「市民に不

可欠な業務の継続」、「事業者としての模範となる取り組み」を踏まえ、次の２つとする。

また、BCPの２つの目標を達成するための主な対策は、行動計画の４つの基本項目を踏まえ以下

のとおりとする。

事 業 継 続 計 画

目標１ 市民の生命と健康を守る

○地域の情報収集

○地域発生状況の把握

○感染防止策の徹底

○集客事業への対応

○医療機能の確保

○ワクチン接種体制確保

○市民・関係機関への情報提供

○相談体制の強化

○事業者への支援

○社会的弱者への生活支援

○社会行動への支援

（食糧備蓄・ごみ減量等）

○市民生活の安全確保

○火葬能力等の把握

主

な

対

策

目標２ 市民生活に不可欠な機能を維持する

○危機管理体制の確立

主

な

対

策

行 動 計 画

基本項目２ 感染拡大防止

基本項目３ 予防接種

基本項目４ 市民生活及び経済活

動の安定の確保

基本項目１ 情報提供・共有

○戸籍・住民基本台帳事務・生活保護

事務等の継続

○基盤システムの維持
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５ 発動及び解除

新型インフルエンザ等発生時においては、行動計画に基づき、国内発生早期に狛江市新型インフ

ルエンザ等対策本部（以下「対策本部」という。）が設置される。

対策本部長（市長。以下「本部長」という。）は、都及び市内の流行状況や職員の欠勤状況等を総

合的に勘案し、BCPを発動する。

縮小及び休止していた業務の再開への移行時期については、対策本部において検討する。本部長

は、都及び市内の流行状況や職員の出勤状況等を総合的に勘案し、BCPを解除する。

★ＢＣＰ発動イメージ

新型インフルエンザ等の発生段階 (令和４年4月時点)

状態

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態

海外発生期 海外で新型インフルエンザ等が発生した状態

国内発生早期
国内で患者が発生しているが全ての患者の接触歴を疫学調査で追える状態で、都内では患

者が発生していない状態

都内発生早期
都内で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、全ての患者の接触歴を疫学調査で

追える状態

都
内
感
染
期

医
療
体
制

第一ステージ

(通常の院内体

制)
都内で新型インフルエ

ンザ等の患者の接触歴

が疫学調査で追えなく

なった状態

医
療
体
制

患者の接触歴が疫学調査で追えなくなり、入院勧告体制が

解除された状態

第二ステージ

(院内体制の強

化)

流行注意報発令レベル(10人/定点)を目安とし入院サー

ベイランス等の結果から入院患者が急増している状態

第三ステージ

(緊急体制)

流行警報発令レベル(30人/定点)を目安とし、更に定点上

昇中、かつ入院サーベイランス等の結果から病床がひっ迫

している状態

小康期 新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態

未発生期 海外発生期 国内発生早期

第一ステージ 第二ステージ 第三ステージ

小康期

都内感染期

業務継続計画発動の検討期間

レベル０ レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

感染者ゼロ
レベル

維持すべき
レベル

警戒を強化
すべきレベル

対策を強化
すべきレベル

避けたい
レベル

新型コロナウイルス
感染症
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６ 行動計画とBCPとの関係

（１）行動計画とＢＣＰが対象とする業務

行動計画は、狛江市が市民、事業者、各関係団体等と連携して実施すべき感染拡大防止のための

応急的な業務を示す計画である。

一方、ＢＣＰは、業務資源の確保等の観点から、行動計画で定められる新型インフルエンザ等の

流行により生じる感染拡大防止業務及び優先的に継続すべき通常業務といった「非常時優先業務」

が、いつの時点からどの程度実施可能かを検証し、その実現のための具体的手順を定めるものであ

る。

（２）行動計画とＢＣＰの比較

行動計画 ＢＣＰ

対象

○国、都、市、医療機関等、指定

公共機関及び指定地方公共機

関、登録事業者、一般の事業者、

市民等

○市

目的

○感染拡大を可能な限り抑制し、

市民の生命及び健康を保護す

る

○市民生活及び経済活動に及ぼ

す影響が最小となるようにす

る

○市役所の機能低下を最小限にと

どめながら市民の生命・生活・

財産・経済活動等を守る

○行動計画の実効性を担保する

計画内容

○情報提供・共有

○感染拡大防止

○予防接種

○市民生活及び経済活動の安定

の確保

○業務の優先付けと目標レベルの

設定

○組織の迅速な立ち上げと業務の

遂行に支障となるボトルネック

（事業継続の阻害要素）の解消

意思決定

機関
○対策本部

○対策本部

（ＢＣＰ決定機関を兼ねる）

対象業務

の範囲

○感染拡大防止のための応急的

な業務

○優先的に継続すべき通常業務

（応急対策業務及び停止や中止

のできない通常業務）
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第２章 前提となる被害想定

１ 前提となる被害想定

BCPの前提となる被害想定は、行動計画に基づき、市民の30％がり患するものとし、流行は約

８週間続くものとする。また、東京都新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、都内発生早期・

都内感染期における職員欠勤率は、最大40％とする。

≪流行予測≫

≪都内発生早期・都内感染期に想定される社会経済状況への主な影響≫

流行予測による被害（狛江市） 流行予測による被害（東京都）

外来患者数 24,130人 3,785,000人

入院患者数 1,860人 291,200人

死亡者数 90人 14,100人

事項 想定される社会経済状況への影響等

医療の提供 患者急増に伴う病床や医薬品の不足

集会等の自粛要請 集客施設の多くは休業。集会・興行等の自粛要請

出勤状況 最大40％の欠勤率（子どもの休校・休園による欠勤も含む）

資金の状況 資金調達や支払い等の混乱

経営 労働力・原材料の不足、資金繰り悪化等による経営悪化

企業の事業継続 社会機能維持に関わる事業の継続。不要不急業務の休止

電気・水道・ガス・通信 保守・運用等の業務以外は縮小・中断

公共交通 運行本数の減少による交通網の混乱

金融 決済業務・ＡＴＭ機能等以外は縮小・中止

物流
従業員不足による集配・配送業務の中断、遅配

宅配・通信販売等業務の増加

行政サービス 市民生活維持に必要な業務以外の縮小・中止
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２ 新型インフルエンザ等の特徴

インフルエンザは、インフルエンザウイルスに起因する感染症で、日本でも毎年冬場を中心に流

行し、1,000万人以上が感染している。

新型インフルエンザ等とは、過去にヒトが感染したことのない新しいタイプのインフルエンザの

ことで、ヒトは免疫を持っていないため、世界中で大流行するといわれ、人命や社会経済活動に多

大な被害をもたらすことが懸念されている。

20世紀において、新型インフルエンザ等のパンデミック（大流行）は 3回発生しており、いず

れも鳥類のインフルエンザウイルスが突然変異したものであり、甚大な被害と社会的影響をもたら

してきた。

2009年４月、豚インフルエンザウイルスに起因する「新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）」が

メキシコで発生し、同年６月、ＷＨＯはパンデミックの警告レベルを最高の「フェーズ６」に引き

上げ、21世紀初のパンデミックとなった。日本では、2009年５月 16日に国内で初めての患者

が確認され、2010年３月 31日までの間に、３万人以上が罹患し、死亡者は約 200人となって

いる。

≪過去における新型インフルエンザ等の状況≫

出典：「インフルエンザ・パンデミックに関するQ＆A」国立感染症研究所（http://idsc.nih.go.jp/disease/influenza/pandemic/QA02.html）、

「過去のパンデミックレビュー」内閣官房新型インフルエンザ等対策室（https://www.cas.go.jp/jp/influenza/kako_index.html）、「ニ
ュースレター（機関紙）」一般財団法人海外邦人医療基金（https://jomf.or.jp/include/disp_text.html?type=n100&file=2006100103）

新型コロナウイルス感染症は、2019年 12月、中華人民共和国湖北省武漢市において確認され

た。世界保健機関（WHO）は、2020年1月30日、新型コロナウイルス感染症について、「国際

的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）」を宣言した。その後、世界的な感染拡大の状況、

重症度等から3月11日新型コロナウイルス感染症をパンデミック（世界的な大流行）であると表

明した。

2022年3月31日15時現在、感染者数（死亡者数）は、世界で486,377,415例（6,138,346

例）、228カ国・地域に広がった。

≪新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の状況（2022年3月現在）≫

出典：「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）関連情報ページ」国立感染症研究所

（https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov.html）

名称 スペインインフルエンザ アジアインフルエンザ 香港インフルエンザ

発生時期 1918年～1920年 1957年～1958年 1968年～1969年

世界での死亡者数 2,000～5,000万人 約200万人 約100万人

日本での死亡者数（内数） 約40万人 約6,000人 約1,000人

ウイルス型 Ａ／Ｈ１Ｎ１ Ａ／Ｈ２Ｎ２ Ａ／Ｈ３Ｎ２

名称 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

発生時期 2019年 12月

世界での死亡者数 約614万人

日本での死亡者数（内数） 約28,000人

ウイルス名 SARS-CoV-2
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第３章 事業継続体制

１ 感染拡大防止体制

（１）市施設における感染拡大防止

ア 庁舎の出入口数を制限し、各出入口には手指消毒薬を設置する。来庁者には、手指消毒及

びマスク着用の要請を行う。

イ 来庁者のなかで、感染の疑いがある者及び感染の疑いが高い者については、原則退庁を要

請するとともに、医療機関の受診を案内する。やむを得ず入庁する場合は、他市民との接触

ができる限り最小限となるよう別室に誘導し、対応する職員は防護策を講ずる。

ウ 庁内の感染防止対策等については、ホームページへの掲載及び各出入口に掲示し、市民へ

周知する。

エ 待合場所は市民が分散するよう工夫をし、感染リスクが高いエレベーターの利用は控える

よう呼びかける。

オ 保育園においては、出入口に手指消毒薬を設置する。送迎時の手指消毒及びマスク着用の

要請を行い、保護者の入室範囲は制限する。また、入室前に園児の体調確認を行い、感染の

疑いがある場合は帰宅を要請し、医療機関の受診を案内する。

（２）職員の感染拡大防止

ア 職員は、自己の健康管理に十分留意し、通勤時も含め、マスク着用・手洗い・咳エチケッ

トの励行を徹底する。

イ 職員は、発熱等の症状が出現し、感染の疑いが生じた場合は、速やかに所属長に報告し、

医療機関を受診する。

ウ 所属長は、毎朝職員の健康状態を確認し、出勤状況を把握するとともに、職員課へ報告す

る。

エ 庁内における会議は、不急のものは中止とし、メール、Web会議等を活用する。

オ 窓口等の対人業務に従事する時は、対人距離（２メートル）を確保するなど必要な措置を

講じ、ビニールシートを活用するなど感染拡大防止策を徹底する。

カ 分散勤務、在宅勤務等を活用し、職員同士の接触を極力減らす。
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２ 業務区分の整理

市が実施する業務について、新型インフルエンザ等発生に伴い新たに発生する業務を「新たに発

生する業務（Ａ）」とし、通常業務を「継続業務（Ｂ）」、「縮小業務（Ｃ）」、「休止業務（Ｄ）」の３

つに分類し、都内発生早期・都内感染期における各業務の必要性を明確にする必要がある。

各業務区分の考え方及び主な業務内容は次のとおりである。

≪各業務区分の考え方≫

新たに発生する業務（Ａ）

１ 感染拡大防止業務
感染の流行のピークを抑えることや、感染者数を減少さ

せるための感染拡大防止に関する業務

２ 危機管理体制上必要となる業務
新型インフルエンザ等発生に伴う危機管理上必要な業

務

通

常

業

務

継続業務（Ｂ）

１ 市民の生命や健康を守るための業務
市民の生命や健康を守るため、その機能を縮小又は休止

することができない業務

２ 市民生活の維持に係る業務
市民生活に密着した業務で、縮小や休止することによ

り、市民生活や社会活動に支障が生じる業務

３ 休止すると重大な法令違反となる業務
国や都の法令により期限等が定められており、市の判断

で縮小又は休止することができない業務

４ 市政業務維持のための基盤業務
市政業務を支えるシステムや業務で、中断又は休止する

と重大な支障が生じる業務

縮小業務（Ｃ）

１ 継続・休止以外の業務
限られた職員で必要な業務を実施するため、業務の実施

方法を工夫するなど縮小して実施する業務

２ 対面業務等を工夫して実施する業務
庁舎内での感染拡大を防止するため、電話、郵送やイン

ターネット等による取扱などで対応する対面業務

休止業務（Ｄ）

１ 多数の人が集まる施設や業務

感染拡大を防止するため、人が集まる機会や、対面する

機会を減らすことが有効であり、休止することが適切な

業務

２ その他、緊急性を要しない業務
実施時期を延期できるような業務や、休止しても市民の

生命、健康及び市民生活に影響が少ない業務
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≪各業務区分における主な業務内容≫

Ａ 新たに発生する業務

１ 感染拡大防止業務

（１）感染拡大防止策の周知

（２）地域の情報収集及び市民・関係機関への情報提供

（３）相談体制の強化（相談窓口の開設）

（４）地域における医療体制の確保

２ 危機管理体制上必要となる業務

（１）対策本部の設置

（２）職員の感染状況・出勤状況の把握

（３）全庁的な職員の応援体制

（４）関係機関との連携

通

常

業

務

Ｂ 継続業務

１ 市民の生命や健康を守るための業務

（１）福祉施設（入所施設）の運営

（２）社会的弱者への生活支援

（３）災害発生時の緊急対応

２ 市民生活の維持に係る業務

（１）戸籍・住民基本台帳事務

（２）生活保護事務

（３）ごみの収集

（４）各種貸付や助成・給付事務

３ 休止すると重大な法令違反となる業務
（１）選挙事務

（２）法令等で定められている検査

４ 市政業務維持のための基盤業務

（１）コンピューター等基盤システムの維持

（２）戸籍住民・福祉関連等システムの維持

（３）警備・エレベーター等の保守点検・庁舎管理

Ｃ 縮小業務

１ 継続・休止以外の業務

（１）道路・公園等の管理

（２）コミュニティバスの運行

（３）人事・財務・契約・庶務等の内部管理事務

２ 対面業務等を工夫して実施する業務
（１）税務・保険・年金等の申請・届出等事務

（２）各種相談業務

Ｄ 休止業務

１ 多数の人が集まる施設や業務

（１）学校・保育園・学童クラブ・児童館等の運営

（２）福祉施設の通所サービスの運営

（３）文化・スポーツ施設等の運営

（４）研修会・講演会・イベント・集会の開催

（５）表彰事務

２ その他、緊急性を要しない業務

（１）新規事業に関する業務

（２）各種計画の策定業務

（３）内部監査など法定によらない業務

（４）各種調査事務
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３ 各業務の対応期間

「新たに発生する業務（Ａ）」、「継続業務（Ｂ）」、「縮小業務（Ｃ）」、「休止業務（Ｄ）」の区分毎

に発生段階に応じた対応期間を明示すると、下記のようになる。

ただし、縮小及び休止業務については、新型インフルエンザ等のウイルスの感染力、毒性及び治

療薬の有効性、さらに職員の出勤率などを判断し、弾力的・機動的に実施する。

新型インフルエンザ等発生時における新たに発生する主な業務の対応期間は下表のとおりとする。

≪各発生段階における基本的な業務対応状況≫

継続

縮小

休止

発生段階

業務区分
未発生期

海外
発生期

国内
発生早期

都内
発生早期

都内
感染期

小康期

A 新たに発生する業務

通
常
業
務

B 継続業務

C 縮小業務

D 休止業務
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≪新型インフルエンザ等発生時における新たに発生する主な業務の対応期間≫

発生段階

主な業務
未発生期 海外発生期 国内発生早期 都内発生早期 都内感染期 小康期

実施体制

サーベイランス

予防・まん延防止

ワクチン接種体制の

確保

医療機能の確保

情報提供・共有

危機管理体制の確立

人員の確保

事業者への支援

社会的弱者への

生活支援

社会行動への支援

市民生活の安全確保

火葬能力等の把握

各種マニュアル

作成

地域の情報収集 地域発生状況把握

学校・学童保育所等の休業

集会・事業活動の自粛要請

不要不急の外出自粛の呼び掛け海外渡航自粛

の呼び掛け

感染予防策の周知

ワクチン接種体制確保

応急入院施設開設

発熱外来・PCR

センター等開設
発熱外来・PCRセンター等増設

医療物資確保

医療スタッフ確保

患者搬送体制確保

ボランティア活用

発生状況等の情報提供・情報の共有

発熱相談センター

開設

発熱相談センター体制強化

対策連絡調整会議・対策推進会議・対策連絡会・専門家協議会等開催（随時）

対策庁内会議開催

対策本部設置

退職者・ボランテ

ィア確保・登録

人員体制整備
兼務発令

退職者・ボランティア活用

感染防止策・事業継続計画

策定要請
事業継続要請

介護支援実施

生活必需品等配給体制確保

介護支援体制確保

生活必需品等配給支援実施

食糧・生活必需品備蓄呼びかけ

ごみ減量化要請

地域の防犯・防災機能の確保

遺体安置所等の

確保

遺体安置所等の運用
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４ 各課の業務

（１）新型インフルエンザ等発生に伴い新たに発生する主な業務（Ａ）

新型インフルエンザ等発生に伴い新たに発生する主な業務（Ａ）と担当部署は、行動計画よ

り表のとおりとなる。

主な業務 部署名

（１）訓練に関すること 安心安全課

（２）サーベイランスに関すること 秘書広報室・安心安全課・健康推進課

（３）情報収集（発生状況等）に関すること 秘書広報室・職員課・安心安全課・健康推進課

（４）情報提供に関すること

秘書広報室・職員課・安心安全課・子ども政策課・

児童育成課・学校教育課・福祉政策課・福祉相談課

高齢障がい課・健康推進課

（５）予防・まん延防止に関すること

秘書広報室・安心安全課・地域活性課・子ども政策

課・児童育成課・学校教育課・社会教育課・公民館

福祉政策課・福祉相談課・高齢障がい課・健康推進

課

（６）医療物資の確保に関すること
安心安全課・健康推進課

（７）ワクチンに関すること 健康推進課・新型コロナ予防接種室

（８）「発熱相談センター」開設・運営に関すること 健康推進課

（９）「発熱外来」・「PCR検査センター」等に関すること 健康推進課

（10）「応急入院施設」に関すること 施設課・整備課・健康推進課

（11）医療スタッフの確保に関すること 健康推進課

（12）患者搬送体制整備に関すること 健康推進課

（13）ボランティアの活用 福祉政策課

（14）中小企業や自営業者等のBCPに関すること 安心安全課・地域活性課

（15）社会行動に関すること 安心安全課・清掃課・健康推進課

（16）社会的弱者への支援 福祉政策課・福祉相談課・高齢障がい課

（17）火葬能力等の把握に関すること 安心安全課・市民課・社会教育課・健康推進課

（18）市民生活の安全・維持に関すること 安心安全課・地域活性課

（19）関係機関（専門家協議会等）の連携強化と体制整備

に関すること
健康推進課

（20）学校臨時休業中の義務教育の学習保障に関すること 指導室
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（２）通常業務

各課における通常業務をBCPの「２ 業務区分の整理」に基づき、「継続業務（Ｂ）」、

「縮小業務（Ｃ）」、「休止業務（Ｄ）」に分類したものが以下のとおりである。

議会事務局
1 議員報酬、議員期末手当等の支給処理に関すること。 Ｂ

2 議員年金、退職一時金等の請求手続きに関すること。 Ｂ

3 議会に関する条例・規則の制定改廃等（文書の公示）に関すること。 Ｂ

4 定例会(臨時会)への出席通知、議案、請願・陳情等、その他議会資料の調整・作成に関すること。 Ｂ

5 各常任委員会(含議運)への出席通知、資料作成･次第書・記録の作成等に関すること。 Ｂ

6 関係所管部及び議員への定例会（臨時会）、委員会の開催通知等に関すること。 Ｂ

7 提出された議案の点検、結果を関係機関に送付に関すること。 Ｂ

8 議会において行う選挙の次第書の作成、投票用紙の準備に関すること。 Ｂ

9 議案書・議決書の作成、会議結果の送付等に関すること。 Ｂ

10 決議案及び意見書の作成に関すること。 Ｂ

11 本会議、委員会等の資料の作成に関すること。 Ｂ

12 公聴会への出席通知、資料作成･次第書・記録の作成等に関すること。 C

13
協議会、その他諸議会の説明員の出席要求、議員への通知、資料作成･次第書の作成等に関する

こと。
C

14 請願、陳情の受け付け、整理簿への記載、書式に基づき請願・陳情書の作成に関すること。 C

15
議会に関する資料提供・要望、調査の依頼・回答・結果取りまとめ、役所内担当課との調整等に

関すること。
Ｃ

16 一般質問通告書の作成等に関すること。 Ｃ

17 来訪者窓口対応に関すること。 Ｃ

18 議会報の原稿作成、写真撮影等、関係団体へ送付、朗読ボランティアと連絡調整に関すること。 D

19 傍聴受付、傍聴券の交付、資料の貸し出し等に関すること。 D

20 行政視察の受け入れに関すること。 Ｄ

21 議会図書の購入・蒐集整理、閲覧等に関すること。 Ｄ

22 録音設備点検等に関すること。 Ｄ

23 会議録の調製に関すること。 Ｄ

議 会 事 務 局
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秘書広報室

1 市長及び副市長の秘書に関すること。 Ｂ

2 広報活動の企画及び実施に関すること。 Ｂ

3 広報紙、市勢要覧、その他広報刊行物の編集及び発行に関すること。 Ｃ

4 ホームページの管理に関すること。 Ｃ

5 各種市民相談に関すること。 Ｃ

6 東京市町村総合事務組合に関すること。 Ｃ

7 報道機関との連絡に関すること。 Ｃ

8 請願、陳情、要望等の受付及びその処理に関すること。 Ｃ

9 その他広報及び広聴活動に関すること。 Ｃ

10 市長及び副市長の交際及び渉外に関すること。 Ｄ

11 儀式、ほう賞及び表彰に関すること。 Ｄ

12 その他秘書に関すること。 Ｄ

13 行政相談に関すること。 Ｄ

14 世論調査に関すること。 Ｄ

政策室

1 庁議、部課長会議等市長又は副市長が招集する会議に関すること。 Ｂ

2 市議会に関すること。 Ｂ

3 政策に係る総合調整に関すること。 Ｃ

4 例規文その他の文書の指導及び審査に関すること。 Ｃ

5 文書の収発、整理及び保存に関すること。 Ｃ

6 行政区域に関すること。 Ｃ

7 文書の印刷及び発送に関すること。 Ｃ

8 公告式に関すること。 Ｃ

9 不服申立て及び訴訟に関すること。 Ｃ

10 情報公開及び個人情報保護に関すること。 Ｃ

11 公印の管理に関すること。 Ｃ

12 行政手続に関すること。 Ｃ

13 市民活動支援センターの総括的管理運営及び連絡調整に関すること。 Ｃ

14 人権に関すること。 Ｃ

15 犯罪被害者支援に関すること。 Ｃ

16 市政の基本的施策に関すること。 Ｄ

17 基本構想、基本計画及び実施計画に関すること。 Ｄ

18 行政改革の推進に関すること。 Ｄ

19 行政組織、機構及び職員定数に関すること。 Ｄ

20 行政評価制度に関すること。 Ｄ

21 固定資産評価審査委員会に関すること。 Ｄ

22 コミュニティ施策の総合的な企画及び調整に関すること。 Ｄ

23 市民参加と市民協働のための企画立案及び調整に関すること。 Ｄ

24 国際化に関すること。 Ｄ

25 平和事業に関すること。 Ｄ

26 男女共同参画社会の実現への総合的な施策の推進及び調整に関すること。 Ｄ

27 特命事項の調査研究及び企画立案に関すること。 Ｄ

28 総合的な事務の改善に関すること。 Ｄ

29 政策に係る法的調査及び研究に関すること。 Ｄ

30 生涯学習の計画及び推進に関すること。 Ｄ

財政課

1 当初予算編成に関すること。 Ｂ

2 補正予算編成に関すること。 Ｂ

3 市債及び地方交付税に関すること。 Ｂ

4 予備費管理、基金及び一時借入金に関すること。 Ｂ

5 決算統計に関すること。 Ｃ

6 決算資料作成に関すること。 Ｃ

7 健全化判断比率の公表に関すること。 Ｃ

8 財政公表に関すること。 Ｃ

9 各種調査（当初予算調・財政事情・普通建設事業調・公共事業調・各種調査）に関すること。 Ｃ

10 総合交付金に関すること。 Ｃ

企 画 財 政 部
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11 財政援助団体実績報告に関すること。 Ｃ

12 寄附受入に関すること。 Ｃ

13 財政シュミレーションに関すること。 Ｄ

14 連結財務書類の作成に関すること。 Ｄ

15 財政のあらまし冊子作成に関すること。 Ｄ

16 補助金評価に関すること。 Ｄ

17 税外収入総括に関すること。 Ｄ

18 税外未収債権の管理及び統括に関すること。 Ｄ

未来戦略室

1 デザイン関連事業に関すること。 Ｃ

２ 市の未来の戦略に係る企画・立案及び総合調整に関すること。 Ｄ

３ （仮）コドモ×チャレンジ事業に関すること。 Ｄ

情報政策課

1 電子計算機並びに情報システムの管理及び運用に関すること。 Ｂ

2 庁内ネットワークの管理及び運用に関すること。 Ｂ

3 情報セキュリティに関すること。 Ｂ

4 情報システム利用に係る企画及び調整に関すること。 Ｃ

5 その他電子計算システムの総合調整に関すること。 Ｃ

6 情報化推進に関すること。 D

7 デジタルトランスフォーメーションの推進に関すること。 D

8 社会保障・税番号及び個人番号カードの活用に関すること。 D

市史編さん室
1 市史の編さんに関すること。 Ｄ
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総務課

1 庁舎等の管理及び宿日直に関すること。 Ｂ

2 電話交換及び庁内放送に関すること。 Ｂ

3 基幹統計（他の所管に属するものを除く。）に関すること。 Ｂ

4 行政不服審査法（平成26年法律第68号）における審査庁に関すること。 Ｂ

5 入札参加業者の資格審査に関すること。 Ｂ

６ 庁用自動車等の総括管理及び使用調整に関すること。 Ｃ

７ 庁用自動車等の安全運転管理に関すること。 Ｃ

８ 市有建物及び庁用自動車等の保険に関すること。 Ｃ

９ 他の部課に属さないこと。 Ｃ

10 工事請負契約に関すること。 Ｃ

11 測量及び設計等の委託契約に関すること。 Ｃ

12 物品の購入及び賃貸借等の契約に関すること。 Ｃ

13 物品の売却契約に関すること。 Ｃ

14 その他の契約事務に関すること。 Ｃ

15 工事、委託及び物品の契約に係る検査に関すること。 Ｃ

16 統計資料の収集、整理及び保存に関すること。 Ｄ

安心安全課
1 災害対策本部設置に関すること。 Ｂ

2 防災行政無線維持管理に関すること。 Ｂ

3 全国瞬時警報システムに関すること。 Ｂ

4 テロ対策に関すること。 Ｂ

5 消防団の火災等災害出動に関すること。 Ｂ

6 消防団との連絡調整に関すること。 Ｂ

7 消防署との連絡調整に関すること。 Ｂ

8 災害見舞金の支給に関すること。 Ｃ

9 消防団の出動手当・報酬等に関すること。 Ｃ

10 消防団員の公務災害請求・受領等に関すること。 Ｃ

11 消防団の施設・車両等の点検・整備等に関すること。 Ｃ

12 消火栓の維持管理に関すること。 Ｃ

13 貯水槽の維持管理に関すること。 Ｃ

14 その他防災に関すること。 Ｃ

15 その他防犯に関すること。 Ｃ

16 総合水防訓練の実施に関すること。 C

17 総合防災訓練の実施に関すること。 C

18 国民保護協議会に関すること。 C

19 消防団の会議等の開催に関すること。 C

20 消防団の行事・訓練・警戒等の調整・実施に関すること。 C

21 狛江市防災会議に関すること C

22 狛江市防災会に関すること。 Ｄ

23 避難所運営協議会に関すること。 Ｄ

24 自衛官募集に関すること。 Ｄ

25 防犯協会等補助金に関すること。 Ｄ

26 安心安全パトロールに関すること。 Ｄ

27 消防団員の研修会参加に関すること。 Ｄ

職員課
1 職員の任免に関すること。 Ｂ

2 給与支払に関すること。 Ｂ

3 期末勤勉手当支払に関すること。 B

4 昇給に関すること。 B

5 年末調整に関すること。 B

6 健康相談に関すること。 B

7 派遣職員に関すること。 Ｃ

8 職員の分限、懲戒に関すること。 Ｃ

9 職員の服務に関すること。 Ｃ

10 職員採用試験に関すること。 Ｃ

総 務 部
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11 給与実態調査に関すること。 Ｃ

12 勤務条件調査に関すること。 Ｃ

13 公益通報相談窓口に関すること。 Ｃ

14 ハラスメントに関すること Ｃ

15 非常勤職員に関すること。 Ｃ

16 公務災害・通勤災害に関すること。 Ｃ

17 労働災害・通勤災害に関すること。 Ｃ

18 退職手当組合に関すること。 Ｃ

19 共済会に関すること。 Ｃ

20 職員団体に関すること。 Ｃ

21 市町村職員研修所との連絡調整に関すること。 Ｃ

22 共済組合に関すること。 Ｃ

23 人事異動に関すること。 C

24 人事評価に関すること。 C

25 安全衛生委員会に関すること。 C

26 事務担当者連絡協議会に関すること。 Ｄ

27 職員定期健康診断に関すること。 Ｄ

28 職員昇任試験に関すること。 Ｄ

29 研修計画の策定に関すること。 Ｄ

30 市独自研修の実施に関すること。 Ｄ

31 派遣研修の実施に関すること。 Ｄ

32 人財育成委員会開催に関すること。 Ｄ

33 公平委員会に関すること。 Ｄ

34 特別職報酬等審議会開催に関すること。 Ｄ

35 被服貸与に関すること。 Ｄ

施設課
1 その他緊急的に対応を要する業務の支援に関すること。 Ｂ

2 市有施設（学校施設を含む。以下同じ。）の計画的な維持保全の推進に関すること。 Ｃ

3 市有施設の新築，増築及び改築工事の設計施工に関すること。 Ｃ

4 市有施設工事の監理及び監督に関すること。 Ｃ
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市民課
1 異動届受付に関すること。 Ｂ

2 戸籍届書受付に関すること。 Ｂ

3 届書に基づく住民票作成・照合に関すること。 Ｂ

4 印鑑登録受付及び印鑑登録証の交付照合に関すること。 Ｂ

5
戸籍、住民票の謄抄本、税関係証明、臨時運行許可、身分証明書等の交付申請受付作成・交付に

関すること。
Ｂ

6 郵送交付に関すること。 Ｂ

7 電話サービス（住民票と印鑑証明の受付等）に関すること。 Ｂ

8 マイナンバーカードの交付等に関すること。 Ｂ

9 マイナンバーカードの電子証明書の更新等に関すること。 Ｂ

10 コンビニ交付（証明書）に関すること。 Ｂ

11 自動交付機の管理に関すること。 Ｂ

12 市民課に係るすべての電話問い合わせ対応に関すること。 Ｂ

13 埋火葬許可証の発行に関すること。 Ｂ

14 住居表示付番に関すること。 Ｂ

15 住居表示台帳の作成・管理に関すること。 Ｂ

16 事務手数料の収納に関すること。 Ｂ

17 市民葬儀の申込みに関すること。 Ｂ

18 広域交付に関すること。 Ｂ

19 公的個人認証に関すること。 Ｂ

20 ＤV・ストーカー被害者対応に関すること。 Ｂ

21 個人情報開示請求・情報公開に関すること。 Ｂ

22 戸籍簿の記録及び管理に関すること。 Ｂ

23 戸籍システム運用に関すること。 Ｂ

24 人口動態に関すること。 Ｂ

25 身上調査、捜査関係、資格審査等照会に関すること。 Ｂ

26 犯歴者・成年後見者・破産者・在外選挙人の登録、閉鎖及び名簿作成等に関すること。 Ｂ

27 刑の消滅に関すること。 Ｂ

28 刑罰調書作成に関すること。 Ｂ

29 戸籍届書送付に関すること。 Ｂ

30 相続税法58条に関すること。 Ｂ

31 母子健康手帳の交付に関すること。 Ｂ

32 犬の登録受付・注射済証の交付に関すること Ｂ

33 都立霊園の申込みに関すること。 Ｃ

34 住民基本台帳リストの閲覧に関すること。 Ｃ

35 住居表示板作成に関すること。 Ｃ

36 住居表示街区案内板に関すること。 Ｃ

37 旧番地問合せ対応に関すること。 Ｃ

38 人口動態調査に係る郵送切手受払簿確認に関すること。 Ｃ

39 戸籍年間統計に関すること。 Ｃ

40 戸籍定期報告表提出に関すること。 Ｃ

41 届書在庫管理に関すること。 Ｃ

42 供用物品請求等に関すること。 Ｃ

43 戸籍に係る届書等最終確認・綴り作成(互審会)に関すること。 Ｃ

44 マイナンバーカードの申請支援に関すること。 Ｄ

45 戸籍誌Ｑ＆A追記に関すること。 Ｄ

46 互審会に関すること。 Ｄ

47 互審会運営委員会に関すること。 Ｄ

48 町若しくは字の新設等に関すること。 Ｄ

課税課
1 確定申告書の受付に関すること。 Ｂ

2 当初課税に係る契約に関すること。 Ｂ

3 年金特徴収の異動処理に関すること。 Ｂ

4 固定資産に係る入力業務に関すること。 Ｂ

5 固定資産税、特別土地保有税及び都市計画税の賦課、調定に係る納通等発送に関すること。 Ｂ

6 市民税（個人）の当初課税事務に関すること。 Ｂ

7 土地、家屋、償却資産課税台帳等及び地籍図等の管理に係る税システム入力に関すること。 Ｂ

市 民 生 活 部
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8 特別徴収の賦課と異動処理に関すること。 Ｂ

9 給与支払報告書分類・審査作業に関すること。 Ｂ

10 固定資産税、特別土地保有税及び都市計画税の賦課、調定に係る入力業務に関すること。 Ｂ

11 軽自動車税の当初課税事務に関すること。 Ｂ

12 月例課税事務に関すること。 Ｂ

13 固定資産税、特別土地保有税及び都市計画税の賦課、調定に係る現地調査に関すること。 Ｂ

14 市民税・都民税申告書の発送・受付に関すること。 Ｂ

15 市民税（法人）の減免事務に関すること。 Ｂ

16 市税に係る課税証明に関すること。 Ｂ

17 罹災証明等の受付及び発行に関すること。 Ｂ

18 市民税・都民税の申告に関すること。 Ｂ

19 退職分離分の処理に関すること。 Ｂ

20 電算機における基本簿の管理に関すること。 Ｂ

21 市たばこ税の調定業務に関すること。 Ｃ

22 軽自動車税の申告に関すること。 Ｃ

23 月例転写に関すること。 Ｃ

24 市たばこ税申告に関すること。 Ｃ

25 市民税・都民税減免処理に関すること。 Ｃ

26 住民税に係る例規改正に関すること。 Ｃ

27 税制改正に伴う情報収集及び対応協議に関すること。 Ｃ

28 調定業務に関すること。 Ｃ

29 法人市民税の申告に関すること。 Ｃ

30 軽自動車税の調定業務に関すること。 Ｃ

31 固定資産に係る文書作成に関すること。 Ｃ

32 固定資産に係る窓口・電話対応に関すること。 Ｃ

33 固定資産税、特別土地保有税及び都市計画税の賦課、調定に係る文書作成に関すること。 Ｃ

34 固定資産税、特別土地保有税及び都市計画税の賦課、調定に係る窓口・電話対応に関すること。 Ｃ

35 市税（国民健康保険税及び固定資産税係が所管する税を除く）の総括表発送に関すること。 Ｃ

36 市民税（法人）の課税事務に関すること。 Ｃ

37 市民税（法人）の課税状況通知に関すること。 Ｃ

38 土地、家屋、償却資産課税台帳等及び地籍図等の管理に係る現地調査に関すること。 Ｃ

39 土地、家屋、償却資産課税台帳等及び地籍図等の管理に係る文書作成に関すること。 Ｃ

40 土地、家屋、償却資産課税台帳等及び地籍図等の管理に係る窓口・電話対応に関すること。 Ｃ

41 寄附金に関すること。 Ｃ

42 各種不着郵便物の調査に関すること。 Ｄ

43 原動機付自転車等の標識の購入に関すること。 Ｄ

44 再転入者の軽自動車等所有チェックに関すること。 Ｄ

45 試乗用標識の交付に関すること。 Ｄ

46 死亡者の送付先調査に関すること。 Ｄ

47 市民税・都民税申告書の催告・警告に関すること。 Ｄ

48 住登外調査に関すること。 Ｄ

49 税務署との調整に関すること。 Ｄ

50 捜査関係事項照会回答に関すること。 Ｄ

51 他市への課税資料の回送に関すること。 Ｄ

52 転出車両リスト情報提供の契約に関すること。 Ｄ

53 サマリーテストに関すること。 Ｄ

54 標識取替通知ハガキの送付に関すること。 Ｄ

55 法人の異動届に関すること。 Ｄ

56 放置バイクの照会回答に関すること。 Ｄ

57 法定調書による所得調査に関すること。 Ｄ

58 未申告調査に関すること。 Ｄ

59 未申告法人への督促・調査に関すること。 Ｄ

60 課税状況調に関すること。 Ｄ

61 軽自動車税減免・免除の処理に関すること。 Ｄ

62 国有資産等所在市町村交付金に係る現地調査に関すること。 Ｄ

63 国有資産等所在市町村交付金に係る文書作成に関すること。 Ｄ

64 狛江市たばこ税増収対策協議会に関すること。 Ｄ

65 市民税（法人）の台帳の整理に関すること。 Ｄ

66 市民税（個人）の台帳の整理に関すること。 Ｄ

67 事業所・家屋敷課税の調査及び課税に関すること。 Ｄ
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納税課
1 市税の督促状の発送に関すること。 Ｂ

2 市税の納税証明の発行に関すること。 Ｂ

3 市税の徴収に関すること。 Ｃ

4 市税の差押等滞納処分に関すること。 Ｃ

5 市税の不能欠損に関すること。 Ｃ

6 市税の徴収及び換価の猶予に関すること。 Ｃ

7 市税の納付又は納入の委託に関すること。 Ｃ

8 市税の徴収簿の整理及び管理に関すること。 Ｃ

9 市税の過誤納金の整理に関すること。 Ｃ

10 市税の集計及び報告に関すること。 Ｃ

11 納税指導・相談に関すること。 Ｃ

12 催告書の送付等に関すること。 Ｃ

13 電話による納税勧奨に関すること。 Ｃ

14 納税貯蓄組合に関すること。 Ｃ

15 市税の口座振替に関すること。 Ｃ

16 訪問催告に関すること。 Ｄ

17 納税の奨励及び啓発に関すること。 Ｄ

地域活性課
1 消費生活相談業務に関すること。 Ｂ

2 市民まつりに関すること。 Ｂ

3 町会・自治会に関すること Ｃ

4 芸術及び文化（文化財を除く。）に関すること Ｃ

5 地域・地区センターの委託及び施設管理に関すること。 Ｃ

6 コミュニティ活動活性化助成金に関すること。 Ｃ

7 コミュニティ助成事業「宝くじ助成」に関すること。 Ｃ

8 商店街チャレンジ戦略支援事業に関すること。 Ｃ

9 商店街装飾街路灯電気料補助に関すること。 Ｃ

10 商工業の振興に関すること。 Ｃ

11 狛江市商工会に関すること。 Ｃ

12 農業の振興に関すること。 Ｃ

13 農業団体との連絡調整に関すること。 Ｃ

14 中小企業への資金融資及び助成に関すること。 Ｃ

15 市民農園のシルバー人材センターへの委託に関すること。 Ｃ

16 市民農園の管理に関すること。 Ｃ

17 市民農園の更新及び改選業務に関すること。 Ｃ

18 消費生活相談情報入力システムに関すること。 Ｃ

19 狛江市文化振興事業団への指定管理業務委託に関すること。 Ｃ

20 農産物品評会事業委託に関すること。 Ｃ

21 有機肥料及び減農薬普及事業に関すること。 Ｃ

22 認定農業者の育成・支援に関すること。 Ｃ

23 市内撮影支援に関すること。 Ｃ

24 奉仕活動指導者補償制度に関すること。 Ｃ

25 地域・地区センターの総会・定例会等の出席に関すること。 Ｄ

26 地域センター運営協議会正副会長会議に関すること。 Ｄ

27 ふるさと友好都市事業に関すること。 Ｄ

28 こまえ元気わくわく事業に関すること。 Ｄ

29 商工業の振興に係るわっこの作成に関すること。 Ｄ

30 農業食育ラリーに関すること。 Ｄ

31 都市農地保全推進自治体協議会に関すること。 Ｄ

32 市民農園指導会及び講演会に関すること。 Ｄ

33 消費者団体連絡協議会に関すること。 Ｄ

34 消費生活市民講座に関すること。 Ｄ

35 くらしフェスタに関すること。 Ｄ

36 北多摩南部地区消費者行政協議会に関すること。 Ｄ

37 就職活動支援セミナーに関すること。 Ｄ

38 計量検定に関すること。 Ｄ

39 不用品交換コーナーの管理運営に関すること。 Ｄ

40 家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法の表示調査等に関すること。 Ｄ

41 中小小売商業振興法に基づく認定等に関すること。 Ｄ

42 桜まつりに関すること。 Ｄ
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43 観光に関すること。 Ｄ

44 えきまえ広場の管理に関すること。 Ｄ

45 いかだレースに関すること。 Ｄ
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福祉政策課
1 避難行動要支援者及び福祉避難所に関すること。 Ｂ

2 他の所管に属さない福祉に関すること。 D

3 部内の総合調整に関すること。 Ｃ

4 各種補助金・交付金に関すること。 D

5 民生委員・児童委員に関すること。 C

6 社会福祉協議会との連絡調整に関すること。 C

7 部内及び課内の庶務に関すること。 C

8 権利擁護事業に関すること。 C

9 社会福祉法人に関すること。 D

10 福祉サービスに関する基本的施策の企画及び総合調整に関すること。 D

11 地域福祉推進事業補助に関すること。 D

12 戦没者等遺族に対する特別弔慰金及び給付金に関すること。 D

13 市民福祉推進委員会に関すること。 D

14 福祉のまちづくりに関すること。 D

15 あいとぴあレインボープランに関すること。 D

16 災害弔慰金の支給に関すること。 D

17 日本赤十字社に関すること。 D

18 保護司会に関すること。 D

19 更生保護相談と定期大会に関すること。 D

20 社会を明るくする運動に関すること。 D

福祉相談課

1 保護費の支給に関すること。 Ｂ

2 生活支援給付金の支給（中国残留邦人等）に関すること。 Ｂ

3 面接相談に関すること。 Ｂ

4 保護の決定に関すること。 Ｂ

5 保護の実施に関すること。 Ｂ

6 行旅病人・死亡人の取扱いに関すること。 Ｂ

7 緊急援護資金貸付の決定に関すること。 Ｂ

8 生活支援の決定（中国残留邦人等）に関すること。 Ｂ

9 生活支援の実施（中国残留邦人等）に関すること。 Ｂ

10 高齢者福祉関係の相談に関すること。 Ｂ

11 老人福祉法に基づく措置（養護老人ホーム・特別養護老人ホーム）に関すること。 Ｂ

12 生活困窮者自立支援事業に関すること Ｂ

13 障がい者虐待に関すること Ｂ

14 障がい者（児）福祉サービスの支給決定に関すること Ｂ

15 経理状況の報告に関すること。 Ｃ

16 自立促進等支給に関すること。 Ｃ

17 経理状況の報告（中国残留邦人等）に関すること。 Ｃ

18 保護費の費用返還に関すること。 Ｃ

19 生活支援給付金の費用返還（中国残留邦人等）に関すること。 Ｃ

20 身体障害者手帳及び愛の手帳に関すること。 Ｃ

21 障害者支援区分判定審査会の設置及び運営に関すること。 Ｃ

22 身体障害者福祉法に基づく更生援護施設への入所に関すること。 Ｃ

23 知的障害者福祉法に基づく援護施設への入所に関すること。 Ｃ

24 障がい者相談員に関すること。 Ｃ

25 精神障害者保健福祉手帳に関すること Ｃ

26 精神保健相談（こころの健康相談）に関すること。 Ｄ

27 見守り虐待ネットワークに関すること。 Ｄ

28 自立支援協議会に関すること Ｄ

高齢障がい課
1 緊急通報装置（あんしんS）に関すること。 Ｂ

2 あんしん見守りサービスに関すること。 Ｂ

3 高齢者ごみ出し支援事業に関すること。 Ｂ

4 高齢者配食サービスに関すること。 Ｂ

5 認知症高齢者位置情報提供サービスに関すること。 Ｂ

6 介護用品支給に関すること。 Ｂ

7 入所措置に関すること。 Ｂ

福 祉 保 健 部
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8 65歳到達者の被保険者証の送付に関すること。 Ｂ

9 介護保険に係る保険給付（高額サービス費）に関すること。 Ｂ

10 介護保険に係る保険料の賦課に関すること。 Ｂ

11 介護保険料減免に関すること。 Ｂ

12 介護保険に係る保険給付に関すること。 Ｂ

13 転入者の被保険者証の送付に関すること。 Ｂ

14 障害福祉サービスの請求等に関すること。 Ｂ

15 意思疎通支援事業に関すること。 Ｂ

16 要介護認定申請書受理に関すること。 Ｂ

17 総合相談事業に関すること。 Ｂ

18 要介護認定者のデータ入力に関すること。 Ｂ

19 要介護認定正誤確認に関すること。 Ｂ

20 要介護認定データ取り込みに関すること。 Ｂ

21 地域包括支援センターの運営に関すること。 Ｃ

22 理美容サービスに関すること。 Ｃ

23 入浴券の交付に関すること。 Ｃ

24 認知症支援事業に関すること。 Ｃ

25 シルバーピアの運営に関すること。 Ｃ

26 心身障がい者及び難病者の福祉手当の支給に関すること。 Ｃ

27 心身障がい者及び難病者の医療助成に関すること。 Ｃ

28 地域活動支援センターに関すること。 Ｃ

29 グループホーム、ショートステイの都加算に関すること。 Ｃ

30 交通・ＮＨＫ等に関する助成に関すること。 Ｃ

31 障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画に関すること。 Ｃ

32 障害者福祉センターに関すること。 Ｃ

33 移動支援・日中一時支援に関すること。（請求・支払事務） Ｃ

34 日常生活用具等の給付に関すること。（請求・支払事務） Ｃ

35 訪問入浴に関すること。（請求・支払事務） Ｃ

36 要介護認定調査に関すること。 Ｃ

37 要介護認定審査会の資料作成に関すること。 Ｃ

38 要介護認定結果通知の発送に関すること。 Ｃ

39 介護認定審査会の開催に関すること。 Ｃ

40 自立支援医療（精神通院）に関すること。 Ｃ

41 地域ケア会議の運営に関すること。 Ｄ

42 生活支援体制整備事業に関すること。 Ｄ

43 老人福祉センターの運営に関すること。 Ｄ

44 介護ボランティアポイントに関すること。 Ｄ

45 敬老金の支給に関すること。 Ｄ

46 高齢者福祉大会に関すること。 Ｄ

47 一般介護予防事業に関すること。 Ｄ

48 通所型サービスＢに関すること。 Ｄ

49 訪問型サービスＢに関すること。 Ｄ

50 自立支援日常生活用具給付事業に関すること。 Ｄ

51 自立支援住宅改修費給付事業に関すること。 Ｄ

52 家具転倒防止器具取付支援事業に関すること。 Ｄ

53 高齢者保健福祉計画に関すること Ｄ

54 介護給付等費用適正事業に関すること。 Ｄ

55 福祉用具住宅改修支援事業に関すること。 Ｄ

56 介護保険推進市民協議会に関すること。 Ｄ

57 介護保険サービス提供事業者への実地指導検査に関すること。 Ｄ

58 介護保険事業計画に関すること。 Ｄ

59 相談支援事業所の指定に関すること。 Ｄ

60 障がい者関係事業所及び団体への補助金等に関すること。 Ｄ

保険年金課
1 国民健康保険証の発行に関すること。 Ｂ

2 国民健康保険限度額適用認定証の発行に関すること。 Ｂ

3 国民健康保険高齢受給者証の発行に関すること。 Ｂ

4 後期高齢者保険証郵送管理に関すること。 Ｂ

5 後期高齢者負担割合更新に関すること。 Ｂ

6 後期高齢者負担区分更新に関すること。 Ｂ

7 後期高齢者限度額適用認定証に関すること。 Ｂ
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8 国民健康保険納税通知書の発行に関すること。 Ｂ

9 国民健康保険税額変更通知書の発行に関すること。 Ｂ

10 国民健康保険資格取得喪失により保険税の増減処理に関すること。 Ｂ

11 国民健康保険税の減免に関すること。 Ｂ

12 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく医療給付に関すること。 Ｂ

13 後期高齢者の医療給付に関すること。 Ｂ

14 後期高齢者医療保険料督促状・催告書・警告書発行に関すること。 Ｂ

15 国民年金資格取得・脱退処理に関すること。 Ｂ

16 国民年金の被保険者異動届から関係届出書の作成に関すること。 Ｂ

17 国民年金の被保険者資格及び適用に関すること。 Ｂ

18 後期高齢者基準収入額適用申請書に関すること。 C

19 国民健康保険特別会計補助金・交付金申請に関すること。 C

20 国民健康保険事業費納付金・標準保険税率算定に関すること。 C

21 国民健康保険高額療養費の申請受付・支給に関すること。 C

22 国民健康保険療養費の申請受付・支給に関すること。 C

23 国民健康保険高額介護合算療養費の申請受付・支給に関すること。 C

24 国民健康保険入院時食事療養費の申請受付・支給に関すること。 C

25 国民健康保険結核・精神医療費の申請受付・支給に関すること。 C

26 国民健康保険出産育児一時金委任払に関すること。 C

27 国民健康保険出産育児一時金差額支給に関すること。 C

28 国民健康保険葬祭費の申請受付・支給に関すること。 C

29 国民健康保険画像レセプト点検に関すること。 C

30 後期高齢者高額療養費の申請受付・支給に関すること。 C

31 後期高齢者療養費の申請受付・支給に関すること。 C

32 後期高齢者高額介護合算療養費の申請受付・支給に関すること。 C

33 後期高齢者葬祭費の申請受付・支給に関すること。 C

34 国民年金65歳到達者の年金請求書の受付に関すること。 C

35 傷病による障害基礎年金請求に関すること。 C

36 国民年金保険料の免除申請の受付に関すること。 C

37 障害年金・寡婦年金・遺族基礎年金・死亡一時金に係る各種相談及び手続き案内に関すること。 C

38 後期高齢者の医療給付及び保健事業に関すること。 C

39 国民年金の裁定請求の受付に関すること。 C

40 国民健康保険特別会計検査に関すること。 C

41 国民健康保険第三者行為の申請・受付・請求に関すること。 C

42 国民健康保険減額査定通知に関すること。 C

43 国民健康保険運営協議会に関すること。 Ｃ

44 不正不当利得の調査、返納に関すること。 Ｃ

45 国民健康保険税の証明に関すること。 Ｃ

46 公示送達に関すること。 Ｃ

47 後期高齢者入院時食事療養費の申請受付・支給に関すること。 Ｃ

48 後期高齢者第三者行為の申請・受付・請求に関すること。 Ｃ

49 後期高齢者医療保険料訪問徴収・電話催告に関すること。 Ｃ

50 後期高齢者医療保険料預金・貯金差押に関すること。 Ｃ

51 国民年金20歳到達者の申告受付に関すること。けんこう Ｃ

52 後期高齢者医療特別会計予算に関すること。 Ｃ

53 後期高齢者医療保険料の徴収に関すること。 Ｃ

54 国民健康保険特別会計予算に関すること。 Ｃ

55 国民健康保険給付及び保健事業に関すること。 Ｃ

56 国民健康保険税の調査，賦課及び調定に関すること。 Ｃ

57 特定健診，特定保健指導に関すること。 Ｃ

58 国民健康保険医療費通知に関すること。 D

59 国民健康保険税制改正に伴うシステム改修に関すること。 D

60 簡易申告書送付・居住実態調査に関すること。 D

61 その他国民年金に関すること。 D

62 その他国民健康保険に関すること。 D

63 日雇特例健康保険に関すること。 Ｄ

健康推進課
1 薬品管理に関すること。 Ｂ

2 休日診療（応急診療・応急歯科・休日薬局）に関すること。 Ｂ

3 小児初期救急準夜間診療事業に関すること。 Ｂ

4 医療機関等との連絡調整に関すること。 Ｂ
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5 感染症予防（法律に基づく地域内消毒）に関すること。 B

6 定期予防接種（Ａ類疾病）に関すること。 Ｃ

7 Ｂ類疾病予防接種に関すること。 Ｃ

8 乳幼児健康診査に関すること。 Ｃ

9 母子手帳交付に関すること。 Ｃ

10 支払い業務（事業、健診等の関係者及び関係機関への報償費等）に関すること。 Ｃ

11 特定健康診査業務・特定保健指導業務に関すること。 Ｃ

12 後期高齢者健康診査関係業務に関すること。 Ｃ

13 生活保護受給者健康診査関係業務に関すること。 Ｃ

14 その他訪問活動に関すること。 Ｃ

15 母子保健事業実績報告に関すること。 Ｃ

16 保健指導及び訪問指導に関すること。 Ｃ

17 狂犬病予防及び愛玩動物に関すること。 Ｃ

18 あいとぴあセンターの維持管理に関すること。 Ｃ

19 妊婦健康診査に関すること。 Ｄ

20 健康づくり推進協議会に関すること。 Ｄ

21 結核検診に関すること。 Ｄ

22 エイズ予防・啓発に関すること。 Ｄ

23 健康増進室に関すること。 Ｄ

24 健康教育に関すること。 Ｄ

25 健康相談に関すること。 Ｄ

26 ママパパ学級に関すること。 Ｄ

27 離乳食教室に関すること。 Ｄ

28 がん検診精密検査結果把握に関すること。 Ｄ

29 妊産婦訪問指導事業に関すること。 Ｄ

30 こんにちは赤ちゃん訪問に関すること。 Ｄ

31 新生児訪問に関すること。 Ｄ

32 育児相談に関すること。 Ｄ

33 所内・ことばの相談に関すること。 Ｄ

34 いるか・くじら・親支援グループ事業に関すること。 Ｄ

35 わいわいキッズに関すること。 Ｄ

36 親子で歯ッピーはみがき教室に関すること。 Ｄ

37 ５歳児歯科健康教室に関すること。 Ｄ

38 親子クッキング・ブラッシング教室に関すること。 Ｄ

39 予防処置に関すること。 Ｄ

40 在宅高齢者訪問歯科診療に関すること。 Ｄ

41 妊婦歯科健康診査に関すること。 Ｄ

42 歯周疾患検診に関すること。 Ｄ

43 事例検討会議に関すること。 Ｄ

44 訪問指導員研修会に関すること。 Ｄ

45 犬のしつけ相談に関すること。 Ｄ

46 地域ねこ活動の啓発事業に関すること。 Ｄ

47 栄養，運動及び休養指導に関すること。 Ｄ

48 歯科健康診査及び歯科相談に関すること。 Ｄ

49 食育に関すること。 Ｄ

50 がん検診に関すること。 Ｄ

51 妊婦面談事業に関すること Ｄ

52 ママの気持ち相談 Ｄ

53 歯科衛生相談室事業に関すること（保育園指導障がい者指導） Ｄ
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子ども政策課
1 ひとり親・女性相談に関すること。 B

2 児童手当、児童育成手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手当に関すること。 B

3 乳幼児医療費の助成に関すること。 B

4 義務教育就学児医療費の助成に関すること。 B

5 ひとり親家庭等医療費の助成に関すること。 B

6 病児保育に関すること。 Ｃ

7 母子生活支援施設に関すること。 Ｃ

8 入院助産に関すること。 Ｃ

9 母子・女性福祉資金貸付、償還に関すること。 Ｃ

10 ひとり親ホームヘルプサービスに関すること。 Ｃ

11 母子家庭等自立支援教育訓練給付金に関すること。 Ｄ

12 母子家庭等高等職業訓練促進給付金に関すること。 Ｄ

13 子育て支援に係る各種補助金・交付金に関すること。 Ｄ

14 地域福祉計画（児童育成プラン）・次世代育成支援行動計画に関すること。 Ｄ

15 みんなで子育て事業に関すること。 Ｄ

16 青少年育成委員会の補助金交付に関すること。 Ｄ

17 成人式に関すること。 Ｄ

18 青少年会議に関すること。 Ｄ

19 子ども会議に関すること。 Ｄ

20 青少年問題協議会に関すること。 Ｄ

21 すくすくコンサートに関すること。 Ｄ

22 青少年問題小委員会に関すること。 Ｄ

23 青少年育成委員会に関すること。 Ｄ

24 青少年委員に関すること。 Ｄ

子ども発達支援課
1 養育支援訪問事業に関すること。 B

2 一時保育に関すること。 B

3 育児支援ヘルパーに関すること。 B

4 ショートステイに関すること。 B

5 子ども家庭支援センター子育てひろば事業に関すること。 C

6 ファミリーサポート・センターに関すること。 C

7 児童発達支援センター一般相談・計画相談に関すること。 Ｃ

8 児童発達支援センター通所事業に関すること。 Ｃ

9 子育て・教育支援複合施設の管理に関すること。 Ｃ

10 養育家庭事業に関すること。 Ｄ

11 児童発達支援センター地域支援事業に関すること。 Ｄ

12 児童発達支援センター保育所等訪問支援事業に関すること。 Ｄ

児童育成課
1 各保育園の管理運営及び連絡調整業務に関すること。 Ｂ

2 私立保育園の各種連絡調整業務に関すること。 Ｂ

3 認証保育所、認可外保育室及び家庭福祉員の各種連絡調整業務に関すること。 Ｂ

4 放課後クラブ入所・退所に関すること。 Ｃ

5 学童保育所の管理運営に関すること。 Ｃ

6 学童保育所入所・退所に関すること。 Ｃ

7 育成料等の調定徴収に関すること。 Ｃ

8 保育施設空き状況の情報提供に関すること。 Ｃ

9 課内庶務に関すること。 C

10 ＫｏＫｏＡ（放課後子ども教室）の実施に関すること。 Ｃ

11 認可保育所における保育料算定及び徴収管理業務に関すること。 Ｃ

12 私立幼稚園、認定こども園に関すること。 Ｃ

13 こどもクラブ業務委託に関すること。 Ｃ

14 公私立認可保育所における入所管理業務に関すること。 Ｃ

15 認証保育所、認可外保育室及び家庭福祉員の各月補助金等交付業務に関すること。 Ｃ

16 児童館指定管理業務（岩戸児童センター・和泉児童館・こまっこ児童館）に関すること。 Ｃ

17 こどもクラブ入所・退所に関すること。 Ｃ

18 放課後クラブの管理運営に関すること。 Ｃ

子ども家庭部
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19 放課後子ども教室運営委員会に関すること。 Ｄ

20 保育計画に基づく各事業執行状況確認業務に関すること。 Ｄ
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環境政策課

1 アスベスト対策に関すること。 Ｃ

2 光化学スモッグに関すること。 Ｃ

3 あき地、あき家の環境保全に関すること。 Ｃ

4 愛玩動物以外の鳥獣に関すること。 Ｃ

5 工場・指定作業場受付に関すること。 Ｃ

6 多摩川河川敷（保全区域）に関すること。 Ｃ

7 公害防止の規制、監視、指導及び相談に関すること。 Ｃ

8 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例に基づく事務に関すること。 Ｃ

9 墓地等の経営の許可等に関すること。 Ｃ

10 特定建設作業（振動・騒音）受付・その他受付に関すること。 Ｃ

11 害虫駆除事業（公園・児童遊園・緑地）に関すること。 Ｃ

12 公園・児童遊園等の占用・使用許可及び賃貸に関すること。 Ｃ

13 公園・児童遊園等の苦情処理に関すること。 Ｃ

14 サイクリング道路の賠償責任保険に関すること。 Ｃ

15 河川占用許可に関すること。 Ｃ

16 公害苦情調査事務・対応に関すること。 Ｃ

17 公園・児童遊園等の点検、修繕及び改修工事に関すること。 Ｃ

18 公園・児童遊園等の管理に関すること。 Ｃ

19 都市公園に関すること。 Ｃ

20 公園・児童遊園巡回作業に関すること。 Ｃ

21 保存樹木関係事業に関すること。 Ｃ

22 河川維持業務に関すること。 Ｃ

23 緑化推進事業（生垣助成等）に関すること。 Ｃ

24 その他緊急的に対応を要する業務に関すること。 Ｃ

25 緑地保全地域及び特別緑地保全地区における行為の制限等に関すること。 Ｃ

26 環境月間等委託事業に関すること。 Ｄ

27 環境保全審議会に関すること。 Ｄ

28 環境保全実施計画推進委員会に関すること。 Ｄ

29 「狛江のかんきょう」の発行に関すること。 Ｄ

30 環境保全実施計画に関すること。 Ｄ

31 地球環境保全行動計画に関すること。 Ｄ

32 緑の情報連絡会に関すること。 Ｄ

33 子ども環境サミットに関すること。 Ｄ

34 緑の基本計画に関すること。 Ｄ

35 壁面緑化に関すること。 Ｄ

36 ＰＣＢ廃棄物処理に関すること。 Ｄ

37 道路騒音・振動調査に関すること。 Ｄ

38 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例に基づく事務処理報告に関すること。 Ｄ

39 庁用自動車環境管理に関すること。 Ｄ

40 公害測定機器の管理に関すること。 Ｄ

41 地球温暖化対策に関すること。 Ｄ

42 環境に関する各種委員会に関すること。 Ｄ

43 喫煙マナーアップに関すること。 Ｄ

44 太陽光発電関係に関すること。 Ｄ

45 野川環境向上実行委員会に関すること。 Ｄ

46 多摩川水系水質監視連絡協議会に関すること。 Ｄ

47 工場立地法に基づく届出に関すること。 Ｄ

48
電気用品安全法、ｶﾞｽ事業法及び液化石油ｶﾞｽの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の表示

等に関すること。
Ｄ

49 環境施策の推進の支援に関すること。 Ｄ

50 環境施策の推進に関すること。 Ｄ

51 環境、自然保護及び緑化施策の総合調整及び企画立案に関すること。 Ｄ

52 地球温暖化防止に関すること。 Ｄ

53 河川環境に関すること。 Ｄ

54 その他良好な環境の創出及び確保に関すること。 Ｄ

55 公園等調査回答に関すること。 Ｄ

56 公園・児童遊園の地域活用計画に関すること。 Ｄ

57 河川関係各協議会に関すること。 Ｄ

環 境 部
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58 野川流域連絡会に関すること。 Ｄ

59 緑の募金に関すること。 Ｄ

60 腐葉土配布に関すること Ｄ

61 公園のバリアフリー事業に関すること。 Ｄ

62 工事用機器具その他資材の管理に関すること。 Ｄ

63 苗木の供給及び生垣の奨励に関すること。 Ｄ

64 その他河川に関すること。 Ｄ

65 生物多様性地域戦略に関すること。 Ｄ

66 東京都市環境・公害事務連絡協議会及びブロック会議に関すること。 Ｄ

67 地域美化の定期パトロールに関すること。 Ｄ

68 多摩川統一清掃に関すること。 Ｄ

69 美化運動推進実行委員会に関すること。 Ｄ

70 東京都水質異常事故対策連絡協議会に関すること。 Ｄ

71 地下水揚水量調査に関すること。 Ｄ

下水道課
1 下水道工事の実施設計、施工及び監督（維持管理に関するもの）に関すること。 Ｂ

2 下水道使用料に関すること。 Ｃ

3 指定下水道工事店に関すること。 Ｃ

4 下水道事業の各種調査に関すること。 Ｃ

5 排水設備確認申請等に関すること。 Ｃ

6 雨水浸透ます貯留タンクの助成に関すること。 Ｃ

7 下水道工事の実施設計、施工及び監督（管渠整備に関するもの）に関すること。 Ｃ

8 負担金に関すること。 Ｃ

９ 下水道事業に関する財政計画及び資金計画に関すること。 Ｄ

10 下水道施設の維持管理に係る原材料購入に関すること。 Ｄ

11 下水道台帳の整理保管に関すること。 Ｄ

12 下水道工事の事業認可に関すること。 Ｄ

清掃課
1 可燃ごみ処理に関すること。 Ｂ

2 粗大ごみ処理に関すること。 Ｃ

3 不燃ごみ、有害ごみ処理に関すること。 Ｃ

4 一般廃棄物処理手数料に関すること。 Ｃ

5 ビン類・缶、ペットボトル、金属、古紙、古布、植木剪定枝処理に関すること。 Ｃ

6 不法投棄の受付・収集に関すること。 Ｃ

7 不法投棄の処理に関すること。 Ｃ

8 多摩川衛生組合に関すること。 Ｃ

9 東京たま広域資源循環組合に関すること。 Ｃ

10 し尿及び浄化槽の処理に関すること。 Ｃ

11 リサイクルセンター維持管理に関すること。 Ｃ

12 ストックヤード維持管理に関すること。 Ｃ

13 小動物及びそ族昆虫の処理に関すること。 Ｃ

14 収集車両の維持管理に関すること。 Ｃ

15 苦情相談及び処理に関すること。 Ｃ

16 コンピューター出入力・集計に関すること。 Ｃ

17 資源物集団回収に関すること。 Ｄ

18 一般廃棄物処理計画書の作成・公示に関すること。 Ｄ

19 団体清掃支援に関すること。 Ｄ

20 各種統計、報告書の作成に関すること。 Ｄ

21 ごみ半減推進審議会に関すること。 Ｄ

22 生ごみの減量対策に関すること。 Ｄ

23 植木剪定枝の減量に関すること。 Ｄ

24 減量及び再利用計画書に関すること。 Ｄ

25 事業系ごみ減量対策に関すること。 Ｄ

26 簡易包装等減量対策の促進に関すること。 Ｄ

27 可燃ごみの組成分析実施に関すること。 Ｄ

28 容器包装に関すること。 Ｄ

29 不法投棄の定期パトロールに関すること。 Ｄ

30 リサイクルセンター見学者対応に関すること。 Ｄ

31 まちづくり条例に基づくごみ置場設置に関すること。 Ｄ
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32 市民協働事業に関すること。 Ｄ
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まちづくり推進課
1 公有地の拡大の推進に関する法律等に関すること。 Ｂ

2 国土利用計画法に関すること。 Ｂ

3 過去の事業等の問い合わせ対応に関すること。 Ｃ

4 まちづくり条例に係る開発等事業、小規模開発等事業に関すること。 Ｃ

5 住宅の耐震助成制度等に関すること。 Ｃ

６ 都市計画法に係る生産緑地に関すること。 Ｃ

7 都市計画法に係る地区計画の届出に関すること。 Ｃ

8 長期優良住宅、優良住宅・優良宅地に関すること。 Ｃ

9 居住支援に関すること。 Ｃ

10 シルバーピアに関すること。 Ｃ

11 東京外かく環状道路に関すること。 Ｃ

12 屋外広告物に関すること。 Ｃ

13 空家等に関すること。 C

14 都市計画マスタープランに関すること。 Ｄ

15 都市計画基礎調査に関すること。 Ｄ

16 まちづくり条例に関すること。 Ｄ

17 土地利用現況調査に関すること。 Ｄ

18 まちづくり委員会に関すること。 Ｄ

19 調整会に関すること。 Ｄ

20 地区まちづくり計画に関すること。 Ｄ

21 テーマ型まちづくりに関すること。 Ｄ

22 都市計画道路・街路事業に関すること。 Ｄ

23 都市計画公園緑地に関すること。 Ｄ

24 国分寺崖線に関すること。 Ｄ

25 都市計画法に係る用途地域等に関すること。 Ｄ

26 都市計画法に係る地区計画に関すること。 Ｄ

27 都市計画審議会に関すること。 Ｄ

28 住宅マスタープランに関すること。 Ｄ

29 マンション施策に関すること。 Ｄ

30 住宅の耐震促進計画に関すること。 Ｄ

31 まちづくりの企画・立案に関すること。 Ｄ

32 多摩建築指導事務所との調整に関すること。 Ｄ

道路交通課

1 道路、水路の管理及び占使用に関すること。 Ｃ

2 街路灯に関すること。 Ｃ

3 道路附属物等の整備及び改修等に関すること。 Ｃ

4 道路、橋りょう、水路及び付属工作物の維持、修繕及び清掃に関すること。 Ｃ

5 その他緊急的に対応を要する業務の支援に関すること Ｃ

６ 公共用地境界（道路・水路）に関すること。 Ｃ

7 境界の証明（道路、水路）に関すること。 Ｃ

8 登記事務に関すること。 Ｃ

9 交通施策に関すること。 Ｃ

10 交通安全施策に関すること。 Ｃ

11 交通災害共済に関すること。 Ｃ

12 自転車置場の整備、管理及び放置自転車対策に関すること。 Ｃ

13 狛江駅北口地下駐車場に関すること。 Ｃ

14 路外駐車場及び特定路外駐車場の届出に関すること。 Ｃ

15 道路工事に伴う調整に関すること。 Ｄ

16 道路の路線認定、廃止に関すること。 Ｄ

17 道路の区域決定、変更に関すること。 Ｄ

18 道路の供用開始、廃止に関すること。 Ｄ

19 道路の付替えに関すること。 Ｄ

20 私有道路整備の申請の受付及び審査に関すること。 Ｄ

21 道路、橋りょう台帳の整備に関すること。 Ｄ

22 花いっぱい（緑地）に関すること。 Ｄ

都 市 建 設 部
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整備課
1 災害防止工事及び災害復旧工事の施工に関すること。 Ｂ

2 財産管理に係る調査、研究及び総合調整に関すること。 Ｃ

3 公有財産台帳（教育施設台帳を除く。）の整備に関すること。 Ｃ

4 土地の取得及び処分に関すること。 Ｃ

5 土地収用法（昭和26年法律第219号）に係る事務に関すること。 Ｃ

6 財産価格審査委員会に関すること。 Ｃ

7 建物等物件移転補償評定委員会に関すること。 Ｃ

8 土地開発公社に関すること。 Ｃ

9 公共事業の施行に伴う移転資金融資あっせんに関すること。 Ｃ

10 国土利用計画法（昭和49年法律第92号）による土地売買等届出価格の審査に関すること。 Ｃ

11 道路の都市基盤整備に関わる工事の設計，施工及び監督に関すること。 Ｃ

12 市街地開発事業の設計，施工及び監督に関すること。 Ｃ

13
道路，橋りょう，水路及びそれらの附属工作物の新設，改修及び維持に係る設計，施工及び監督

に関すること。
Ｃ

14 公園，児童遊園，せせらぎ及び緑道等の新設に係る設計，施行及び監督に関すること。 Ｃ

15 地価公示図書の閲覧に関すること。 Ｄ
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会計課

1 日計に関すること。 Ｂ

2 支出に関すること。 Ｂ

3 会計別収支見込に関すること。 Ｂ

4 指定金融機関に関すること。 Ｂ

5 小切手の振出しに関すること。 Ｂ

6 収入・支出命令の審査に関すること。 Ｃ

7 例月出納検査に関すること。 Ｃ

8 決算書の作成に関すること。 Ｃ

9 債権者の登録及び管理に関すること。 Ｃ

10 源泉徴収に関すること。 Ｃ

11 その他会計管理者の権限に属する事務に関すること。 Ｃ

12 財産の記録管理に関すること。 Ｄ

13 市有動産の台帳管理に関すること。 Ｄ

会 計 管 理 者
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学校教育課

1 マスコミ取材対応に関すること。 Ｂ

2 新入学対応に関すること。 Ｂ

3 指定校変更に関すること。 Ｂ

4 区域外就学に関すること。 Ｂ

5 医療費給付に関すること。 Ｂ

6 災害共済給付金に関すること。 Ｂ

7 感染症予防に関すること。 Ｂ

8 就学援助等支給に関すること。 Ｃ

9 私立学校との連絡調整に関すること。 Ｃ

10 教育委員会定例会等の開催に関すること。 Ｃ

11 教育委員スケジュール管理に関すること。 Ｃ

12 教育委員就退任に関すること。 Ｃ

13 規則等の告示に関すること。 Ｃ

14 その他告知に関すること。 Ｃ

15 学校等への示達に関すること。 Ｃ

16 事務局職員の人事発令に関すること。 Ｃ

17 事務局職員の服務管理に関すること。 Ｃ

18 その他事務局の総合調整に関すること。 Ｃ

19 教育長に係る庶務に関すること。 C

20 学校配置職員の人事管理に関すること。 Ｃ

21 用務関係の管理に関すること。 Ｃ

22 学校管理委託業務に関すること。 Ｃ

23 学校施設修繕に関すること。 Ｃ

24 学校予算に関すること。 Ｃ

25 光熱水管理に関すること。 Ｃ

26 通信費管理に関すること。 Ｃ

27 教育行政相談受付処理に関すること。 Ｃ

28 転入処理に関すること。 Ｃ

29 転学処理に関すること。 Ｃ

30 編入処理に関すること。 Ｃ

31 就学相談に関すること。 Ｃ

32 学級編成に関すること。 Ｃ

33 学級維持に関すること。 Ｃ

34 就学援助等認定に関すること。 Ｃ

35 奨学金支給に関すること。 Ｃ

36 学校医及び学校薬剤師委嘱に関すること。 Ｃ

37 養護部会に関すること。 Ｃ

38 給食事務に関すること。 Ｃ

39 学校医及び学校薬剤師報酬支払に関すること。 Ｃ

40 学校備品管理に関すること。 D

41 公立学校施設台帳作成に関すること。 D

42 公立学校施設の実態調査に関すること。 D

43 学校教育施設関係補助金等申請に関すること。 D

44 学校教育施設関係補助金執行に関すること。 D

45 学校教育施設関連調査等に関すること。 D

46 理科教育振興費国庫補助に関すること。 D

47 その他教材等補助金に関すること。 D

48 就学時健康診断に関すること。 D

49 健康診断等（教職員除く）に関すること。 D

50 結核対策委員会に関すること。 D

51 その他各種調査・回答に関すること。 D

52 その他学事事務に関すること。 D

53 教育長会・教育委員会連合会に関すること。 Ｄ

54 用務嘱託職員等雇用に関すること。 Ｄ

55 事務嘱託職員等雇用に関すること。 Ｄ

56 学校安全ボランティアに関すること。 Ｄ

57 給食補助金・助成金に関すること。 Ｄ

58 給食業務管理に関すること。 Ｄ

教 育 部
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59 給食運営に関すること。 Ｄ

60 学校給食実態調査に関すること。 Ｄ

61 教育委員会会議録に関すること。 Ｄ

62 事務局の自己点検及び評価に関すること。 Ｄ

63 教育委員会後援・共催に関すること。 Ｄ

64 学校安全巡回員に関すること。 Ｄ

65 通学路案内標示板に関すること。 Ｄ

66 教育広報発行・配布に関すること。 Ｄ

67 学校施設使用許可に関すること。 Ｄ

68 撮影許可（旧狛江第四小学校）に関すること。 Ｄ

69 学校備品管理に関すること。 Ｄ

70 その他教育財産に関すること。 Ｄ

71 学校教育施設に係る財産処分に関すること。 Ｄ

72 租税教育推進委員会に関すること。 Ｄ

73 適正規模・適正配置の申請・届出等に関すること。 Ｄ

74 学齢簿に関すること。 Ｄ

75 通学区域に関すること。 Ｄ

76 奨学生選考に関すること。 Ｄ

77 学校医及び学校薬剤師表彰に関すること。 Ｄ

78 環境衛生検査に関すること。 Ｄ

79 保健所との連携（プール関係）に関すること。 Ｄ

80 その他学校保健に関すること。 Ｄ

81 学校安全（通学路）に関すること。 Ｄ

82 小学校給食嘱託職員雇用に関すること。 Ｄ

83 中学校給食運営委員会事務局に関すること。 Ｄ

84 栄養士会事務局に関すること。 Ｄ

教育支援課
1 特別支援学級の教科用図書の採択に関すること。 Ｂ

2 教育支援センターの管理運営に関すること（教育支援センター職員の管理等を含む）。 Ｃ

3 就学・転学相談に関すること。 Ｃ

4 就学支援委員会に関すること。 Ｃ

5 特別支援学級の学級編制に関すること。 Ｃ

6 教育相談に関すること。 Ｃ

7 不登校対策に関すること。 Ｃ

8 教員の研修に関すること。 Ｄ

9 巡回相談事業に関すること。 Ｄ

10 特別支援教育支援員等の雇用・管理に関すること。 Ｄ

11 特別支援教育支援ボランティアに関すること。 Ｄ

指導室
1 教育課程の進行管理に関すること。 Ｂ

2 教職員の選考、退職に関すること。 Ｂ

3 教職員の給与・昇給に関すること。 Ｂ

4 教職員の社会保険・労働保険に関すること。 Ｂ

5 都費の経理に関すること。 Ｂ

6 教科用図書の採択に関すること。 Ｂ

7 教職員の服務管理に関すること。 Ｂ

8 学校経営の支援に関すること。 Ｂ

9 教職員の定例会開催に関すること。 Ｃ

10 教員定数等に関すること。 Ｃ

11 教職員の福利厚生に関すること。 Ｃ

12 教職員の履歴カードの作成・保管に関すること。 Ｃ

13 教職員団体との対応に関すること。 Ｃ

14 教育課程編成の指導・助言に関すること。 Ｃ

15 学校図書館支援に関すること。 Ｃ

16 図書嘱託職員等雇用に関すること。 Ｃ

17 情報機器の整備に関すること。 Ｄ

18 教職員の主任会等の開催に関すること。 Ｄ

19 教職員の各種研修会の開催に関すること。 Ｄ

20 教育実習実施に関すること。 Ｄ

21 情報教育担当者連絡会に関すること。 Ｄ
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22 各種連合行事等の実施に関すること。 Ｄ

23 委託研究の指導・助言に関すること。 Ｄ

24 校内研究の指導・助言に関すること。 Ｄ

25 図書備品整備に関すること。 Ｄ

社会教育課

1 文化財保護法に基づく届出・通知等に関すること。 Ｃ

2 埋蔵文化財の保護に関すること。 Ｃ

３ 社会教育関係団体に関すること。 Ｃ

4 こどもかけこみ１１０番に関すること。 Ｃ

5 体育施設維持管理に関すること。 Ｃ

6 体育施設指定管理に関すること。 Ｃ

7 社会教育関係委員に関すること。 Ｄ

8 学校開放に関すること。 Ｄ

9 社会教育委員の会議に関すること。 Ｄ

10 後援・共催等名義使用に関すること。 Ｄ

11 社会教育行財政調査に関すること。 Ｄ

12 社会教育関係照会・回答に関すること。 Ｄ

13 社会教育関係一般事務に関すること。 Ｄ

14 スポーツ推進審議会に関すること。 Ｄ

15 スポーツ推進委員会議に関すること。 Ｄ

16 成人スポーツ教室に関すること。 Ｄ

17 スポーツ振興計画に関すること。 Ｄ

18 少年少女スポーツ振興に関すること。 Ｄ

19 市民スポーツ大会に関すること。 Ｄ

20 施設利用団体登録及び施設利用登録に関すること。 Ｄ

21 東京都市町村総合体育大会に関すること。 Ｄ

22 総合型地域スポーツクラブに関すること。 Ｄ

23 文化財の調査に関すること。 Ｄ

24 歴史公園及び市所有史跡の維持管理に関すること。 Ｄ

25 文化財保存事業費補助金に関すること。 Ｄ

26 文化財専門委員に関すること。 Ｄ

27 博物館に関すること。 Ｄ

28 古民家園に関すること。 Ｄ

29 歴史、芸術及び民俗等に関する資料の収集並びに保存及び管理に関すること。 Ｄ

30 地域学校協働活動に関すること Ｄ

公民館

1 公民館の施設及び設備の維持管理に関すること。 Ｃ

2 公民館の施設，付属設備等の使用の申請，許可，取消し等に関すること。 Ｃ

3 公民館の施設，付属設備等使用料の徴収，還付，減免等に関すること。 Ｃ

4 社会教育活動に対する指導及び助言に関すること。 Ｃ

5 広報活動に関すること。 Ｃ

６ 利用統計に関すること。 Ｄ

7 公民館運営審議会に関すること。 Ｄ

8 成人教育事業の実施に関すること。 Ｄ

9 青少年教育事業の実施に関すること。 Ｄ

10 芸術文化事業の実施に関すること。 Ｄ

11 視聴覚教育に関すること。 Ｄ

12 図書，記録，視聴覚教材，資料の整備及びその利用に関すること。 Ｄ

13 公民館活動に関すること。 Ｄ

14 図書室の運営管理に関すること。 Ｄ

図書館

1 電子図書館の維持管理に関すること。 Ｂ

2 図書館の施設及び設備の維持管理に関すること。 Ｃ

３ 図書館協議会に関すること。 Ｄ

4 各自治体図書館の相互利用に関すること。 Ｄ

5 運営に関する調査に関すること。 Ｄ

6 「図書館だより」の発行に関すること。 Ｄ

7 主催講座等のPR活動に関すること。 Ｄ
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8 図書館資料の発注業務に関すること。 Ｄ

9 図書館寄贈資料の受入に関すること。 Ｄ

10 資料の装備に関すること。 Ｄ

11 書架整理に関すること。 Ｄ

12 資料の廃棄に関すること。 Ｄ

13 資料の修理に関すること。 Ｄ

14 図書、雑誌等の貸出しに関すること。 Ｄ

15 資料の相互貸借に関すること。 Ｄ

16 読書相談に関すること。 Ｄ

17 レファレンスに関すること。 Ｄ

18 おはなし会の開催に関すること。 Ｄ

19 講座、講演会の開催に関すること。 Ｄ

20 ブックスタートに関すること。 Ｄ

21 図書館事業報告の発行に関すること。 Ｄ

22 学校図書館、公民館及び地域センター図書室等の読書施設の相互利用に関すること。 Ｄ
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選挙管理委員会事務局
1 各種選挙の管理執行に関すること。 Ｂ

2 日本国憲法の改正手続に関する法律による国民投票の管理執行に関すること。 Ｂ

3 選挙人名簿に関すること。 Ｂ

4 選挙の訴訟に関すること。 Ｂ

5 検察審査会法に基づく検察審査員候補者の予定者の選定に関すること。 Ｂ

6 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律に基づく裁判員候補者の予定者の選定に関すること。 Ｂ

7 政治資金規正法に関すること。 Ｃ

8 直接請求に関すること。 Ｃ

9 選挙に関する書類の保存に関すること。 Ｃ

10 選挙の統計に関すること。 Ｃ

11 選挙法令の研究、調査に関すること。 Ｃ

12 公告式に関すること。 Ｃ

13 規程等の制定、改廃に関すること。 Ｃ

14 人事及び給与に関すること。 Ｃ

15 予算の経理及び物品の保存管理に関すること。 Ｃ

16 文書の収受、発送及び保存に関すること。 Ｃ

17 啓発宣伝に関すること。 Ｃ

18 その他選挙に関すること。 Ｃ

19 公印の保管に関すること。 Ｃ

20 委員会の会議に関すること。 Ｃ

監査委員事務局

1 定期監査に関すること。 Ｂ

2 決算審査に関すること。 Ｂ

3 例月出納検査に関すること。 Ｂ

4 健全化判断比率等審査に関すること。 Ｂ

5 住民監査請求に関すること。 Ｂ

6 市長部局その他の機関との監査・検査・審査・その他の連絡に関すること。 Ｂ

7 委員及び嘱託職員の報酬等に関すること。 Ｂ

8 人事及び給与に関すること。 Ｂ

9 委員改選に関すること。 Ｂ

10 全国都市監査委員会に関すること。 Ｃ

11 東京都市監査委員会に関すること。 Ｃ

12 委員の秘書交際に関すること。 Ｃ

13 文書の収発、整理及び保存に関すること。 Ｃ

14 公印の管理に関すること。 Ｃ

15 規則等の制定、改廃に関すること。 Ｃ

16 財政援助団体監査に関すること。 Ｄ

17 指定管理者監査に関すること。 Ｄ

18 工事監査に関すること。 Ｄ

19 その他監査・検査・審査等に関すること。 Ｄ

農業委員会事務局

1 農業委員会報酬に関すること。 Ｃ

2 農地転用（４条、５条）届出書受付に関すること。 Ｃ

3 農地転用（４条、5条）受理通知書発行に関すること。 Ｃ

4 相続税納税猶予猶予制度にかかる「適格者証明」に関すること。 Ｃ

5 生産緑地法における「主たる従事者証明」に関すること。 Ｃ

6 農業委員会総会に関すること。 Ｃ

7 東京都農業会議に関すること。 Ｃ

8 農地現地調査に関すること。 Ｄ

9 農業委員会だよりに関すること。 Ｄ

10 農業委員会の表彰に関すること。 Ｄ

11 全国農業新聞に関すること。 Ｄ

12 農業委員の活動、記録カードに関すること。 Ｄ

13 農業者年金に関すること。 Ｄ

14 北多摩地区農業委員会連合会に関すること。 Ｄ

そ の 他 の 行 政 委 員 会 事 務 局
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５ 人員体制

都内発生早期・都内感染期に最大40％の職員が欠勤する状況においても、市として継続する業務

に支障が生じないよう、必要とする業務に職員を重点的に配置し、全庁的な協力体制を図る。迅速

に協力体制を構築するため、あらかじめ有資格者や経験者を確認し、職員の出勤状況によっては兼

務発令を行う。なお、不足する場合には、退職者やボランティアの活用により充当する。

各課における業務継続に必要となる職員数は別表のとおりとなる。

第1段階 第2段階 第1段階 第2段階
D（休止）発動時 C（縮小）D（休止）発動時 D（休止）発動時 C（縮小）D（休止）発動時

議会事務局 6 1 7 6 3 1 4
企画財政部

秘書広報室 7 0 7 4 3 3 4
政策室 11 1 12 4 4 8 8
財政課 5 0 5 4 1 1 4

未来戦略室 3 0 3 1 1 2 2
情報政策課 5 0 5 2 1 3 4

市史編さん室 1 2 3 0 0 3 3
総務部

総務課 7 2 9 7 3 2 6
安心安全課 9 2 11 9 9 2 2

職員課 9 3 12 9 6 3 6
施設課 9 0 9 5 5 4 4

市民生活部

市民課 13 11 24 20 20 4 4
課税課 19 3 22 19 19 3 3
納税課 12 6 18 16 10 2 8

地域活性課 12 3 15 9 9 6 6
福祉保健部

福祉政策課 9 0 9 6 4 3 5
福祉相談課 24 13 37 35 35 2 2

高齢障がい課 19 9 28 15 15 13 13
保険年金課 13 5 18 17 14 1 4
健康推進課 12 7 19 13 11 6 8

新型コロナ予防接種室 4 3 7 7 7 2 2
子ども家庭部

子ども政策課 9 5 14 11 10 3 4
児童育成課 10 7 17 16 9 1 8

子ども発達支援課 2 3 5 5 4 0 1
環境部

環境政策課 10 3 13 8 5 5 8
下水道課 8 1 9 4 4 5 5
清掃課 7 1 8 4 3 4 5

都市建設部

まちづくり推進課 12 0 12 9 8 3 4
道路交通課 15 5 20 17 14 3 6

整備課 10 2 12 5 3 7 9
会計課 4 1 5 4 3 1 2
教育部

学校教育課 9 3 12 9 7 3 5
教育支援課 2 2 4 4 3 0 1

指導室 7 2 9 5 2 4 7
社会教育課 6 1 7 4 2 3 5

公民館 8 3 11 4 2 7 9
図書館 7 5 12 4 2 8 10

選挙管理委員会事務局 3 1 4 2 2 2 2
監査委員事務局 2 1 3 1 1 2 2
農業委員会事務局 1 0 1 1 1 0 0

合計 341 117 458 325 265 133 193

BCP発動時職員体制表 令和４年３月31日現在

業務継続必要職員数 在宅勤務可能職員数

※兼務職員は、主たる業務の所属でカウント。
※他団体への派遣職員は除く。
※会計年度職員（時間額）は除く。
※時節により業務量が変動するため、職員体制表にある業務継続必要職員数及び在宅勤務可能職員数は一定の目
   安とし、新型インフルエンザ等の発生状況やその他災害等の発生に応じて随時更新し、BCP発動に備えることとしま
   す。

所属名
正規職員数
（通常時）

会計年度職員数
（月額）
（通常時）

合計
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６ 代替策の検討

（１）各種届出・申請等

各種申請等については、対面しない方法での対応等を検討し、市民の来庁する機会をできる

限り減らすことで、感染拡大の防止に努める必要がある。可能なものについては、届出や申請

時期を遅延し、郵送対応とする。

（２）教育時間の確保

小中学校においては、感染者の発生状況に応じ、学級・学年閉鎖、休業等の措置を講ずるこ

とになるため、年間指導計画に基づく授業時間数が確保できなくなる可能性がある。このため、

保護者等の理解を十分に得て、土日祝日や長期休業期間中を利用した授業の実施や、１日あた

りの授業時間数を増やすこと、学校行事を縮小させるなど工夫して授業時間数の確保を図る。

（３）イベントや集会等の延期

感染拡大防止の観点から、成人式や市民まつり、高齢者福祉大会などの事業は、小康期以後

に延期、または中止とする。

７ 弾力的運用

BCPは、最悪の状況（強毒型）を想定し策定しているが、新型インフルエンザ等発生後のウイル

スの性状（感染力・致死率・治療薬の有効性等）を把握し、その性状や職員の出勤率などに応じ、

弾力的・機動的な運用を図ることが重要である。

また、国や都の対策、社会・経済状況等に応じ、弾力的・機動的な運用が必要な業務は次のとお

りである。

（１）学校・保育園・学童保育所・幼稚園等の運営

（２）福祉施設の通所サービスの運営

（３）文化・スポーツ施設等の運営

（４）研修会・講演会・イベント・集会の開催（事業者に対する事業活動の自粛要請も含む。）

（５）各種相談業務

８ 基盤の維持

（１）指揮命令系統

狛江市事務専決規程（昭和40年訓令第４号）に基づき、決裁権者が不在の場合における事

務執行体制を確保する。

（２）各種システムの維持

ア 庁内基盤系情報システムや住基・福祉系システムの維持を図る。

イ 外部からのアクセス数の増加によるシステム障害等に備えて、システム拡張やバックアッ

プ体制を確保する。

（３）業務マニュアル等の整備

都内発生早期及び都内感染期における人員活用時においても、円滑に業務が遂行するよう、

各課における業務マニュアル及び危機管理マニュアル等を整備する。

（４）資器材の確保

各課における事業継続に必要な資器材の確保に努め、備蓄する。

（５）事業者等との連携

ア 資器材提供事業者への要員確保及び事業継続を要請する。

イ 庁舎管理や警備、各種設備の保守点検等の業務委託事業者への要員確保及び事業継続の要

請をする。

ウ 事業者等との連携体制（情報共有体制など）を構築する。
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第４章 継続的な取り組み

１ BCPの公表及び普及啓発

市民及び関係機関・事業者等にBCPを公表し、都内発生早期及び都内感染期における市の事業継

続体制について周知する。

また、関係機関及び事業者等に対し、新型インフルエンザ等発生に備え、BCPを策定するよう普

及啓発を行う。

２ 訓練・研修の実施

職員及び関係者が迅速かつ適切な対応を図ることができるよう、日頃から訓練や研修を実施し、

対応能力の向上に努める。

３ BCPの見直し

緊急時優先業務を効果的に遂行するためには、BCPを管理、運用する業務継続マネジメントシス

テム（BCM）として推進していくことが有効となる。そこで、本BCPが、常に実効性のある計画

となるよう以下の状況が生じたときは、対策本部又は主管部署において、内容の見直しについて検

討する。

（１）新型インフルエンザ等ウイルスの性状（感染力・致死率・治療薬の有効性等）に変化が生

じたとき

（２）国や都の方針や対策等に変更が生じたとき

（３）行動計画が改定されたとき


